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公立図書館と学校および学校図書館との
はじめに
近年、公立図書館と学校および学校図書館との連携・
協力に関心が高まり、各地の公立図書-館で学校および
学校図書館に対して次のような事業が取り組まれてい
る 1)。
①資料の相互貸借
りクエスト貸4出、団体貸出
②レファレソス質問への回答
①課題テーマ別コーナーの設置、ブックリストの配
布
④i盟諸:館報、利用案内、新着リスト等印応1]物の配布
①学級招待、学級訪問
@学校への移動図書締駐車場の設置
⑦学校への端末機の設置
③准j寵図書:(必読図書呂録)の共同作成
①児童書、児童サービス技術に関する共同の学習会
⑬除籍図書の学校への移管
このような事業に取り組むに当たって、その根拠法
令を学んでおくことは重要なことであるO 公立図書館
と学校および学校図書館との連携・協力の根拠法令に
ついては、 j支にある程度論じられているが 2)、必ずしも
十分ではないため、さらに掘り下げて論じてみたい 3)。
1 .図欝舘;去、学校密警館法における連携・協力
図書館法第3条は次のように定めているO
第3条 図設賠は、図接結奉仕のため、土地の事情及
び一般公衆の希望にそい、更に学校教育を援助し得
るように留意し、おおむね左の各号に掲げる事項の
実擁に努めなければならない。
(略)
4 他の図書龍、国立国会図書語、地方公共団体の
議会に附設する図書室及び学校に附寓する図書
館又は図醤室と緊密に連絡じ、協力し、図書:館
資料の相互貸落ーを行うことO
連携・協力の根拠法令
みない
図書館情報大学教授薬袋秀樹
(1格)
8 学校、博物館、公民館、研究所等と緊密に連絡
し、協力すること O
この条文は、第一に、図書舘奉仕に際し留意すべき
事項として、土地の事情、一般公衆の希望、学校教育
の援助の 3項呂を挙げているO 土地の事情、一般公衆
の希望のような最も基本的な事項と一緒に学校教育へ
の援助が挙げられていることは、学校教育への援助が
きわめて重要な基本原則であることを示しているO 第
二に、第4号と第8号で公立図書館と学校、公立図書
館と学校図書館という公立図書館から見て二重の連携・
協力関係を定めており、前者では具体的に相互貸借を
行うことを定めている O これは公立図書館の側から見
た連携・協力であるO
公立図書館と学校の関係について、西l埼恵は次のよ
うに、より広い観点から詳しく解説している4)。荷者
の関係はおよそ 3つに分けて考えることができるO
①図書館が学校教育を援助すること
-学校の社会科に必要な図書館資料を図書館に備え
て、社会科の勉強を援助するO
-小学生向きの本を集めて児童関覧室を作る。
②学校の図書館または図書室を一般住民が利用する
ことによって、図書館の行う活動を助けること
①図書館と学校附属の図書館または図書室とが相互
に協力すること
図書館法は、このうちの①について第3条と第3条
第8号で、①について第4号で規定しているが、②は
密書館法の対象範囲外であるO
学校図書館法第4条は次のように定めているO
第4条 学校は、おおむね左の各号に掲げるような方
法によって、学校図書館を児童又は生徒及び教員の
利用に供するものとするO
(略)
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5 他の学校の学校図書館、図書館、博物館、公民
館等と緊密に連絡し、及び協力すること O
(略)
2 学校図書館は、その目的を達成するのに支j俸のな
い限度において、一般公衆に利用させることができ
るO
第4条第2項は西1時の挙げた②に該当するものであ
る。第4条第 l項第5号の規定は、西1崎の挙げた①に
該当するもので、aJ翠:館法第 3条第4号の規定に対応
している O ただし、学校図書館法の方は、「支障のな
い限度においてjという条件っきであり、また、相互
貸借が明記されておらず、抽象的な内容にとどまって
いる O
2.公立図響舘基準における連携・協力
区i饗館法をもとに、 公立l図蛮翠醤:j館?稽宮幻}にこ関する指針針毒をさら
}にこ兵体的に規定したのがi図溜智醤鳴館法第1凶8条に基づく公立
|図溜欝
準案と器準が、公立閣議J鯨と学校および学校図議:館と
の連携をどのように規定しているかを検討してみよう O
(1 )1967年 f公立図書館設置および運営の基準案JS)
第3条(活動内容)の①で次のように定めている O
「地域の状況に応じて、分舘および配本所等を設置す
るほか、私立図書-館、公民館、学校等の協力を求め、
かつ、自動車文庫、貸出文庫等を設けて奉仕網を確立
することj。これは、全域サービス網を確立するため
に、サービスポイソトとして学校を活用するという考
え方で、最も基本的な図書館サービスに限定されてお
り、相互協力、児童サービス、学校教育とのかかわり
の観点は克られない。
(2 )1972年「公立図響館の望ましい基準(案)J
第2条(基本的態勢)の①で、都道府県立図書館お
よび市町村立関欝館について、「相互に緊密に協力連
けいするとともにさらに大学図警龍、専門図書館およ
び去民館、博物鑓ならびに私立図書館等とも協力連け
いJすると述べている。第4条(都道府県立図書館)
では、「①地の図書熊等との協力jで、「市町村立図書
館、私立図饗館、地方公共団体の議会に付置されてい
る密警護、学校図蜜:語、，公民館密警室、大学lZ1警館、
専門密警競等と緊密に連けいし、その協力のもとに地
域全在民に対する有効にして適切な図書芸館サービスを
行なうべきであるjと述べている。
第3条市町村立図醤館の I@運営Jのわ¥児童へ
のサービスjの項では、学校および学校図書館との連
携についてはまったく触れていない。
第2条では、図書館の連携協力の対象として学校図
書館は位置づけられていない o 1私立図書館等Jの
「等Jに含まれると解釈することはできるが、その場
合も、私立図書館以下の存在である O 学校図書館との
協力は、第4条で、都道府県立図書館の役割として示
されているO しかし、具体的な指針は見られず、一般
的な方針を述べるにとどまっているO
第3条が学校や学校図書館との連携について触れて
いない理由として、当時は、児童サービスは公共図書
館が行うべきものと考えられ、学校と協力する考え方
は受け入れられなかったこと、市立図書館には他と協
力するだけの力がなく、まず市立図書館自身の力を蓄
積することが求められていたこと、学校密書館が未整
備で、まだ注目されていなかったことなどが考えられ
るO
この基準案では、学校との連携に関する規定がない
ため、学校および学校図書館との二重の連携は示され
ていない。
( 3) 1973年「公立図書館の設置及び運営上の望ましい
基準(案)J
学校および学校図書館との連携の点で前の基準案と
大きく異なっているO
第一に、この基準は公立図書館と他館種の図書館と
の協力についてまったく触れていなし ¥0 これは図書館
のあり方に関する最も基本的な事項に絞ったためであ
ろうか。やはり、基本的な姿勢として記載が必要な項
目だと思われるO
第二に、第11条(児童への図書館奉仕)では、克童
}こ対する図書館奉仕に資するため、「学校との連携の
強化等に努めるものとするjとある。これは単なるサー
ビスポイソトではなく、資料の提供等における学校と
の連携が考えられているO やはり、学校との連携につ
いて言及している方が自然であるO
この基準案では、学校に関する規定はあるが、学校
図書館に関する規定がなく、学校および学校図書館と
のこ重の連携は示されていない。
(4 ) 1992年「公立図書館の設置及び運営に関する基準」
第 1章総則の 14 他の図書館及びその他関係機関
との連携・協力Jで「都道府県立図書館と市町村立図
書館との連携協力を基本として、市町村立図書館相互、
学校密書館、大学図書館等の舘種の異なる図書館、公
民態、博物館等の社会教育施設、宮公署、民間の調査
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研究施設等との連携に努めるものとするJと述べてい
る。学校図書館は連携・協力の桔手として位置づけら
れている。
第2章市町村-立図書館の r4 児童・青少年、障害
者、高齢者等へのサービスjの(1 )で、児童・青少
年サーピスの充実に資するため、[-学校等の教育施設
との連携の強化Jを挙げている O この条文は都道府県
立図番館にも準用される O
この基準で初めて、公立図書館と学校および学校図
書館との二重の連携について規定されるようになった。
( 5 )まとめ
このように、基準案の内容にはかなりの変化があり、
1992年の基準までは学校と学校図書館の荷方との連携
が焼定されていなかった。図番館法の規定が、このこ
つの側認をきわめて明確に規定しているのに対して、
過去の基準案では、当面するE重要な事項に絞ったため
か、学校および学校閣議館との関係が十分位置づけら
れていない。 特に、ほぼ同時期に作られたこつの基準
案で取り上げた連携の対象が異なっている点は問題で
あるO これと比べると、 1992年基準は包括的でバラン
スのとれた内容になっている。図書館基準をどこまで
くわしく定めるのか、基準に記述すべき事項をどのよ
うに選択するのかの検討が必要であるO
3.学校施設の社会教育への利用
間1碕の挙げた②の学校図書:館または図書室の一般住
民による利用の側面については、図書館法、学校図書
館法だけでなく、他の基本的な法律も規定しているた
め、その点を検討してみたい。
社会教育法では、第6主主が f学校施設の利用jで、
第44条が学校施設の利用について定めている O
第44条 学校の管理機関は、学校教育上支障がないと
認、める限り、その管理する学校の施設を社会教育の
ために利用に供するように努めなければならない0
2 前項において f学校の管理機関Jとは、(中略)
大学以外の公立学校にあっては設置者である地方公
共団-体に設薩されている教育委員会をいう O
この条文は、学校擁設の社会教育的利用について管
理機関が積極的に努力すべきことを規定したものであ
るO 戦前は、学校擁設を学校教曹の毘的以外に使用す
ることは原則的に禁止されていたG 戦後は、学校擁設
の利用が原良Ij的に認められた。
この条文でいう学校の施設は、学校の物的施設だけ
ではない。第47条の 2および第48条において、教員組
織の実情に応じた活用を定めていることからもわかる
ように、学校の施設とは、物的施設・人的施設として
の総体的な機能、場合によっては、その個別的な施設
の機能を指すものである 6)。したがって、学校施設だ
けではなく、学校の教職員も活用することができる。
学校関放とは、このように、学校の人的組織、物的組
織を活用して社会教育活動を行うことである7)σ
学校教育法では、第85条が社会教育のための利用に
ついて定めている O
第85条 学校教育上支障のない限り、学校には、社会
教育に関する施設を附置し、又は学校の施設を社会
教育その他公共のために、利用させることができる O
このほか、これらの規定に対するより根本的な規定
として、教育基本法第7条第2項の規定がある。
第7条 家庭教育及び勤労の場所その他社会において
行われる教育は、国及び地方公共団体によって奨励
されなければならない。
2 国及び地方公共団体は、図書館、博物館、公民館
等の施設の設置、学校の施設の利用その他適当な方
法によって、教育の目的の実現に努めなければなら
ない。
学校教育法、社会教育法の条文は、この中の「学校
の施設の利用jの部分に対応するものである。この社
会教育法と学校教育法の 2つの規定があいまって学校
の目的外利用の法制を形成している O これらの規定に
ついて、学校教育法の規定は消極的な能力規定である
が、社会教育法の規定は積極的に努力すべきである旨
の規定であり、両者の間に若干の違いがあること、前
者は一般原則の提示であり、後者は管理機関に対する
規定であるから、矛盾はないともいえるが、一方で、消
極的な定めをしている点で不整合な印象は免れないこ
とを指摘する見解がある 8)。
この点については、学校教育法の規定は、一般原知
というよりも、学校教育に関わる事項を規定したもの
であり、社会教育法の規定をこの問題に対する行政の
基本的な姿勢を定めたものと理解すべきではないだろ
うか。学校の管理機関である教育委員会の姿勢が最も
重要だからである。
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次に、社会教育法、学校教育法のいずれも、学校教
育上支障のない範臨に限定している点、が特徴である O
このため消極的に解釈されることが多いようであるが、
この点について一つの考え方を提起してみたい。
この場合、問題をどの範囲でとらえるかが重要であ
る。学校教育だけで理想を追求すれば、いくらでも努
カが必要になり、社会教育にカを割くことは難しい。
したがって、学校教育だけでとらえるのではなく、社
会教育との関係においてとらえるべきではないかと思
われる O
社会教育法第2条は次のように定めている O
第2条 この法律で「社会教育jとは、学校教育法に
基き、学校の教育課程として行われる教育活動を除
き、主として青少年及び成人に対して行われる組織
的な教育活動(体育及びレクリエーションの活動を
含む。)をいう O
この条文は、社会教育には青少年を対象とする組織
的な教腎活動が含まれ、社会教育は学校の児童生徒に
対しても行われることを示している O すなわち、社会
教育の中心は2青少年を対象とする青少年教育と成人を
対象とする成人教育であり、学校在学中の青少年に対
する家庭教育、学校教育以外の教育活動は社会教育に
含まれる 9)。したがって、学校の児童生徒は、しばし
ば社会教育活動に参加し、そこから何らかの教育的効
果を得-る。
また、図醤;館法第2条は、図警館のサービス対ー象を
定めている O
第2条 この法律において f図醤:館Jとは、図書、記
録その他必要な資料を収集し、整理し、旅存して、
一般公衆の利用に供し、その教養、調査研究、レク
リエーショ γ等に資することを目的とする施設(中
略)をいう O
この一般公衆には、当然児童・青少年が含まれる O
したがって、社会教育においても、図翠:態サービスに
おいても学校の児童・生徒はサービス対象である O
社会教育法第44条、学校教育法第85条が規定する学
校施設の社会教育への利用と、社会教育法第2条およ
び図謬諮法第2条が規定する学校の児童・生徒を含む
青少年に対する社会教育事業や図書態サービスほ、相
互関係にあるものととらえることができるO
公民館や公立図書館は青少年に対する社会教育事業
や図書館サービスを行い、それによって、学校教育に
貢献することができるO さらに、地域の成人に対する
社会教育事業や図書館サービスは、その波及効果によっ
て、家庭や地域における青少年の教育の改善をもたら
すことができるO このように、社会教育は学校教育に
貢献することができるO したがって、学校教育も社会
教育に貢献すべきである O また、学校施設の社会教育
への利用は、社会教育への貢献になるだけでなく、そ
れを通じて、学校教育にも利益となるものであるO
このように、学校教育の社会教育に対する協力によっ
て社会教育が発展し、その教育的な効果が学校教育に
よい影響を与え、学校教育の発展につながると考えて
はどうだろうか。学校教育と社会教育は、こうしてお
互いに協力する中でらせん的に発展していくことがで
きるO
おわりに
公立図書館が、さらに学校および学校図書館との連
携・協力を進めることが望まれるO
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